
別添１　様式（事前相談）

提案区分
求める措置の具体的内容

※２～４月中の事前相談時は、
記載いただかなくても結構です。

具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、
行政の効率化等）

根拠法令等
※２～４月中の
事前相談時は、
記載いただか

なくても結構です。

これまで類似内容について
国に要望等をしたことがある
場合は、その時期、提出先
等（過去の提案募集、構造
改革特区、規制改革等）

関係団体との調整を行っ
ている（又は行う予定が
ある）場合は、その調整

状況

制度の所管・
関係府省

※２～４月中の
事前相談時は、
記載いただか
なくても結構で

す。

団体所在
都道府県

団体名 所属 相談者名
相談者連絡先

(電話番号)
相談者連絡先
（e-mailｱﾄﾞﾚｽ）

他の地方公共団体等
への情報提供の可否

その他
(特記事項)

※事前相談時は、
記載は必須では

ありません。

提案を検討して
いる内容につい
て、以下から選択
してください。

Ａ 権限移譲
Ｂ 地方に対する
規制緩和
Ｃ Ａ又はＢに関
連する見直し

※プルダウンメ
ニューから選択し
てください。

問題となっている制度をどのように
変えたいのかについて、要点をまと
めて端的に記入してください。
権限移譲であれば現行の実施主体
及び移譲後の実施主体を、地方に
対する規制緩和であれば義務付
け・枠付けの見直し等の内容を記
入してください。

対象となる制度や、
改正すべき法令等
の名称及び該当条
項を記入してくださ
い。

これまでの政府における検
討の経緯について記載してく
ださい。
特に、平成26年～30年の提
案募集、構造改革特区、規
制改革等において、貴団体
が類似の提案を行っている
場合には、必ず記載してくだ
さい。
また、以下のような場におけ
る検討の経緯についても、可
能な範囲で記載してくださ
い。
（例）
・地方分権改革推進委員会勧
告等を踏まえた累次の見直し
（「事務・権限の移譲等に関す
る見直し方針について」（平成
25年12月20日閣議決定）等）
・所管府省への要望、意見照
会
・各府省の審議会

提案内容に関係する地方公
共団体や民間団体等との調
整状況について記載してくだ
さい。
（例）
・都道府県から市町村への事
務・権限の移譲を求める提案
であれば、移譲する側・される
側の地方公共団体との調整状
況
・制度改正の内容が民間団体
等に影響を与える場合には、
当該団体との調整状況

対象となる制度
や根拠法令を所
管する府省名を
記入してくださ
い。

提案団体が所在
する都道府県名
をﾌﾟﾙﾀﾞｳﾝﾒﾆｭｰ
から選択してくだ
さい。
提案団体が一部
事務組合及び広
域連合、全国的
連合組織、地方
公共団体を構成
員とする組織で
ある場合は、そ
の事務局が所在
する都道府県名
をﾌﾟﾙﾀﾞｳﾝﾒﾆｭｰ
から選択してくだ
さい。

例)
Ａ市

例)
総務部企画課
企画係

例)
分権　太郎

半角数字で記入
してください。
例)
03-XXXX-XXXX

半角英字で記入
してください。
例)
xxx@cao.go.jp

一定の広がりを持ち、説
得力のある提案となるよ
う、複数の地方公共団体
が共通の課題を有する
場合には、共同での提案
や提案内容の他団体に
よる補充を推奨していま
す。平成26年～30年の
提案募集においても、多
数の団体から提案がなさ
れた事項については、よ
り説得性が高かったとこ
ろです。
このため、事前相談の期
間中に、頂いた相談内容
を他の地方公共団体等
に情報提供することがあ
りますが、情報提供を希
望しない場合には、プル
ダウンメニューから「×」
を選択してください。

左記のほか、留意事
項があれば記入してく
ださい。

具体的な支障事例や、制度改正による効果について記入してください。
特に、平成26年～30年の提案募集において同様の提案が関係府省において検討されている場合又は貴団体
が同様の提案をしている場合には、その後の情勢変化等について記入してください。
具体的な記載例は、平成26年～30年の提案や、「地方分権改革・提案募集方式ハンドブック（平成31年版）」
（平成31年２月内閣府地方分権改革推進室）を参照してください。

※１提案を１行に記載してください。行が足りない場合は、適宜追加してください。

地方分権改革に関する提案募集　事前相談様式


